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要  旨 

 

グローバル化に伴う世界的な観光ブームや地域おこしに文化遺産が活用されることが増え

てきているが、文化遺産に関する経済学的な研究に対しては様々な課題が指摘されてきてい

る。特に建造物の文化遺産については、既存の経済理論を適用することが難しいケースが多

く、理論的研究は非常に数が少なく体系化されていない。 
本論考では、建造物の文化遺産に関する経済学的研究について理論面を中心に精査し、本

分野の現状と課題を明確にした。また、文化遺産の価値を構成する経済的価値と文化的価値

を、顕在化した部分と潜在的な部分に分けたうえで、文化資本との関係を整理し図式化する

ことで、理論的研究を体系化するための基礎を提供することを試みた。 
近年、蓄積が増えてきている本分野の実証的研究において推計されている様々な文化遺産

の価値は、主に「顕在化した経済的価値」を示しており、さらに一部の数字については「顕

在化した文化的価値」も含んでいる可能性があり、これらの部分が、現役世代が近い将来に

享受できる便益に相当すると考えられる。その一方、文化遺産保全にあたっては、具体的な

数字で把握することが難しい「潜在的な経済的価値」や「潜在的な文化的価値」を含めた価

値の維持向上が必要である。 
メンテナンス投資が過少であれば文化資本が減耗し、長期にわたって経済的価値や文化的

価値が目減りしてしまう。しかし、具体的な数字で把握することが難しい価値を毀損しない

ようなメンテナンス投資とは、そもそもどのようなもので、どれほどの金額になるのかが不

明であり、この点が文化遺産保全の取り組みを困難なものにしている。 
メンテナンス投資に伴うコストは現役世代が負担しなければならず、それによって生じる

便益を将来世代が享受するという構造は、文化遺産の破壊につながりかねないため、ここに

政策的な介入をおこなう根拠を見出すことができる。 
 

キーワード：文化遺産、文化遺産政策、文化遺産観光、経済的価値、文化的価値、文化資本 
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第 1 節 はじめに 

2019 年末から始まった新型コロナウイルスの世界的な感染拡大と、2022 年に突如勃発し

たロシアによるウクライナ侵攻によって、世界が大きく変化してきている。古事記、日本書

紀、春秋左氏伝、バガヴァッド・ギーター、旧約聖書など数多の書物によって人類の歴史を

ひもとけば、感染症や戦争と考えられる記述が多くあることからもわかるとおり、このよう

な社会変化は古の時代から幾度となく起きてきた。チェコ・オロモウツやオーストリア・ウ

ィーンのように、悲劇の終息を喜び、記念碑を建てた街もある 1)。世界各地に残っているそ

の痕跡からは、悪夢のような時間がはやく過ぎるよう人々が祈りを捧げてきたことがわか

る。このような人類の歴史と叡智が刻まれているのが歴史的建造物などの文化遺産 2)であ

り、そこには未来へ伝えていくべきメッセージが込められている。 

文化遺産は、世代を越えて受け継がれてきたことによる超長期的な価値を内包しており、

また、地域特有の風景や文化の重要な構成要素としての役割を果たしてきた存在でもある

ため、時間の経過とともに特別なオーラをまとって価値を蓄積していく（Peacock 1978; 

Klamer and Throsby 2000; Caserta and Russo 2002; Mason 2006; 垣内 2011; 

Arkaraprasertkul 2019）。 

しかしながら文化遺産は、維持管理にコストがかかる 3)ことから、短期的な経済合理性が

重視される時代には歴史的価値が忘れられ破壊されてしまうため、近代化の過程で、その価

値が認識されずに我々の世界から永久に姿を消してしまったものも多い（Galbraith 1980; 

Klamer 1997; Shipley et al. 2006; Klamer 2013）。 

人類の叡智を今に伝える存在でありながら適切な取組を怠れば消滅してしまう一方で、

意図的に消滅を防ぎ、その魅力を磨くことができれば、超長期にわたって大きな経済的・文

化的価値を生み出すものもあると考えられる。 

経済学的に考えれば、価値あるものは活用され生き残っていくはずである。しかしそうな

らないのは、経済学における価値と我々が感じる価値との間に何らかのズレが存在してい

るからであり、ここに文化遺産を経済学的に分析する難しさがある。しかしそれは、経済学

の未成熟な部分をあぶり出していることにもなり、経済学が今後大きく変貌し発展してい

くきっかけとなる可能性もある。 

本論考でたびたび指摘するとおり、文化遺産に関する経済学的な研究は十分に蓄積され

ているとはいえず、特に理論的研究は数が少なく体系化されていない。そこで、本論考では

本分野の理論的研究について特に建造物の文化遺産に焦点を絞りつつ、本分野が現状どの

ように取り組まれており、何が課題として残っているかを明らかにするとともに、文化遺産

の価値概念を整理することで理論的研究体系化の基礎を提供することを試みた。 

なお、本論考のタイトルに用いた文化遺産経済学という分野名は執筆者の造語であり、本

分野名をこのように表記した研究は存在しないものと思われる。本分野についてはこれま

で、文化遺産に関する経済分析とか、文化経済学における文化遺産分野などと表現されてき

ており、特に日本では経済学の一分野としての扱いを十分に受けてこなかったともいえる
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だろう。英語では、Economics of Cultural Heritage という分野名があり、直訳すれば「文

化遺産の経済学」となるが、今後、本分野が経済学の一分野として確かな地位を占めること

を企図し、本論考では「文化遺産経済学」と表記することとする。 

 

第 2 節 文化遺産の類型 

文化遺産にはどのようなものがあるだろうか。その類型を Klamer and Zuidhof(1999)、

Benhamou(2020)を参考に確認しておこう。 

文化遺産には有形遺産と無形遺産があり、有形遺産の中に動産と不動産がある。不動産に

は建造物のほか遺跡や埋蔵文化遺産、水中文化遺産などが含まれる。 

本論考で主に扱う建造物の文化遺産というカテゴリーは英語で Built Heritage または

Cultural Built Heritage と表現されるが、日本語には適当な名称がない。本論考では建造

物の文化遺産のみを特に指し示す場合は建造文化遺産と呼び、その他の類型を含み得る場

合は文化遺産と表現することとする。 

この建造文化遺産には、社寺や城郭、近現代建築や古民家などの建築物のほか、ダム・堤

防などの治水利水設備やトンネル・橋・鉄道など交通施設を含む土木構造物、塀・門・塔な

どの工作物というカテゴリーがある。また、街に設置された銅像や記念碑なども動産と不動

産の境界分野として、建造物に含まれるものがある。単独のものだけではなく、複数の建造

物のグループや市街地全体が建造文化遺産として扱われる場合もある。洞窟住居が建造物

に含まれることもあるが、構造によっては遺跡に分類される場合もあり得る。庭園、運河、

棚田・段々畑、生垣・石垣、防風林・防砂林なども建造物の範疇に入り得るが、文化的景観

という概念がユネスコ世界遺産条約（UNESCO 1972）や文化財保護法などで位置付けられて

おり、そちらに分類した方が良い場合も多い。ユネスコ世界遺産条約において文化遺産とし

て登録 4)されている富士山も、文化的景観に入ることになる。 

建造文化遺産には以上のような形状や構造による分類のほか、宗教施設や軍事施設など

用途による分類や、石材や木材など材料による分類もあり、経済学的分析にどう取り入れて

いくかが課題である。 

文化遺産経済学を切り開いたともいうべき Peacock の論考には動産と不動産が混在して

いたため、建造文化遺産の議論には当てはめにくい内容が含まれていた（Peacock 1978; 

Peacock 1995; Peacock 1998）。動産と不動産は次第に分けて議論されることが多くなって

きているが、いまだに内容が明確に切り分けられているとはいえない。 

本論考は建造物を主な対象としているが、既存研究において扱われている文化遺産は論

文によって異なることから、紹介する既存研究においては建造物以外の文化遺産も対象に

含まれている場合があり、そのような論点を扱う際には、建造文化遺産ではなく文化遺産と

いう言葉を用いている。 

 

第 3 節 文化遺産の定義 
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以上で述べたとおり文化遺産には様々な種類があり、その定義は厳密に決定されている

とはいい難い（Koboldt 1997; Rizzo and Throsby 2006; Peacock and Rizzo 2008; 

Iorgulescu et al. 2011）。 

文化遺産とはまさに、過去から引き継がれ、将来に引き継ぐものという意味であるが、そ

れだけでは、あらゆるものが文化遺産になってしまう可能性がある。また、何が文化遺産と

して受け止められるかという人々の認識は時とともに変わり得るうえ、場所や地域によっ

ても異なったものとなる。さらに、社会情勢の影響を受けるため、文化遺産であるかそうで

ないかの境界は不安定で不明瞭である（Graham 2002; Benhamou 2020)。 

何らかの定義が必要なときは、ユネスコ世界遺産条約の第一条 5)を使うことが多いが、条

文の書きぶりからは何が文化遺産で何が文化遺産でないかを明確に切り分けることはでき

ない（Throsby 1997; Frey and Steiner 2013）。条約が 1972 年に合意されて以来、世界遺

産登録を議論する際に使われるオペレーショナルガイドライン 6)がたびたび改定されてお

り、近代化遺産や道など、近年になって文化遺産に追加された分野もある（Ahmad 2006; 

Vecco 2010; 西村・本中 2017）。特に欧米における石造りの建造物の世界遺産登録が先行

し、地域の偏りが顕著になったため、アジアやアフリカに多い木材や土などを用いた建造物

を対象に含めるように運用が変化してきており、文化多様性を考慮した奈良文書が採択さ

れた（Ahmad 2006; Vecco 2010; Frey and Steiner 2013; 西村・本中 2017; 光井 2021）。 

さらに、文化遺産の概念を無形遺産にも広げるべきという指摘がなされるようになって

きたことや（Graham 2002; Turnpenny 2004; Loulanski 2006）、ユネスコにおいて無形遺産

条約（UNESCO 2003）が合意されたこともあり、無形遺産に関する研究も増えてきている。

無形遺産をめぐる動向については Cominelli and Greffe(2013)を、日本の無形遺産政策に

ついては Goto(2013)をご参照いただきたい。 

このように文化遺産の定義や類型は次第に拡大されてきており、その内容を明確に決め

すぎると実態に合わなくなる恐れがあるため、今後も現れてくるであろう新しい概念を含

むことができるような枠組みで研究蓄積を進めていく必要がある。 

 

第 4 節 建造文化遺産の価値の維持向上に関する用語の問題 

建造文化遺産の価値の維持向上のための取組を説明するのに使われる用語の問題につい

て、バラ憲章（ICOMOS Australia 1979）や Stubbs(2013)を参考に確認しておこう。 

よく使われる用語としては保護 Protection、保存 Conservation、現状保存・凍結保存

Preservation、維持・管理 Maintenance・Upkeep、修理 Repair、修復・復原 Restoration、

改修 Renovation、復元・再建 Reconstruction、再現 Reproduction、再生 Rejuvenation・

Rehabilitation、転用 Adaptation、利活用・再活用 Adaptive Reuse、移築 Relocation、放

置 Laissez-faire、安定化 Stabilization などがあるが、これらすべてを考慮に入れつつ建

造文化遺産の経済的価値と文化的価値を維持し向上させる取組について、本論考では「保全」

という言葉を充てておくことにする。 



 

4 
 

保全は Conservation の訳語として使われることもあり、単に建造物の現在の状態を維持

するだけでなく、手を加えて利活用する方法を含める用語であるが、Conservation の訳語

としては保存を用いる場合も多い。しかし、現状をできるだけ維持する取組がなされていた

としても何らかの介入はなされているので、どの程度までが現状保存でどこからが保存な

のか、それは修理や修復ではないのか、介入の程度が大きければ復原に近いのではないかな

ど、境界が曖昧になることもある。 

自然環境や自然遺産の場合は Preservation という表現が用いられることが多いが、時間

とともに生態系が変化することを考慮に入れた表現となっており、建造物の場合も経年変

化をどの程度許容するかによって、表現の用い方に違いが生まれている。今回はそういった

細かい違いに注目した論考ではないので、全体をおおまかに表現するため「保全」を用いる

こととする。 

 

第 5 節 文化遺産を経済学で扱うことの難しさ 

以上に述べたとおり、ひとくちに文化遺産といっても様々な形態があり定義が不明確な

うえ、保全のあり方も多様であるため、何を対象にしているかによって形状、構造、用途、

材料、性質、状況が異なる。このような均質性のなさが経済学的な分析を難しくしている

（Peacock 1978）。 

したがって、文化遺産の価値は素人にはわかりづらく、何が文化遺産であって何がそうで

ないかは専門家によって決められる場合が多い。そのため、文化遺産を選んで決める人と、

保全コストを支払う人が一致しない（Peacock 1995; Klamer and Throsby 2000）。 

さらに、保全コストを支払う人と保全によってメリットを享受する受益者が一致しない。

それゆえ、保全コストを十分に確保できない状況になりやすく、結果的に文化遺産の破壊に

つながってしまう場合がある（Galbraith 1980; Klamer and Zuidhof 1999; Ashworth 2002）。 

一部の例外を除いて多くの文化遺産は取引する市場がなく、その価値がプライスレスで

あって価格がつかない面が多くあるため、経済学において中心的な役割を果たす価格メカ

ニズムによって説明することができない部分が存在してしまい、経済学的な分析を難しく

している（Peacock 1995; Throsby 1997; Riganti and Nijkamp 2004; Riganti and Nijkamp 

2005; Mason 2008; Ateca-Amestoy 2013; Klamer 2013）。 

需要と供給の構造が不明であることも経済学とは相性が悪い原因である。文化遺産は、最

初から文化遺産にすることを目的として作られたわけではなく、建造当初には何らかの利

用目的があるが、時間が経過してから文化遺産と認識されるようになる。それゆえ、何が文

化遺産として将来認識されるようになるかは建造当初にはわからない（Peacock 1978; 

Peacock 1995; Rizzo and Throsby 2006; Klamer 2013）。 

文化遺産の価値は認識されるまで非常に長い時間を必要とし、世代をまたぐことも多い

一方で保全コストが高いため、現役世代の短期的な判断によって破壊されてしまう事例も

多い。また、その土地の人々に見向きもされなかったものが外部者の目によって価値を見出
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されることもあるなど、価値認識のタイミングのずれや人によって評価がまちまちな状況

は、既存の経済学の枠組みのなかで扱うのが難しい（Galbraith 1980; Klamer 1997; 

Riganti and Nijkamp 2004; Shipley et al. 2006; Ateca-Amestoy 2013）。 

さらに、文化遺産は一度破壊されれば二度と元に戻すことができないため、価値判断が定

まらない状況で保全していかなければならない（Peacock 1978; Throsby 1997; Caserta 

and Russo 2002; Riganti and Nijkamp 2005; Báez and Herrero 2012; Klamer 2013; 

Noonan 2013; Benhamou 2020）。 

 

第 6 節 文化遺産経済学の夜明け 

文化遺産についての経済学的研究は、以上で述べたとおり様々な難しさがあり、まだ蓄積

が少ないことがたびたび指摘されてきている（Hale 1978; Frey 1997a; Hutter 1997; 

Graham 2002; Mason 2005; Benhamou 2020）。とりわけ、文化遺産の財としての性質や価値

に関する理論的研究はいまだに非常に数が少なく体系化されていない（澤村 2009a; 澤村 

2016a; Noonan and Rizzo 2017）。 

しかし、文化遺産は「文化経済学においてテキストやハンドブックでは必ず 1 章を割かれ

る必須のテーマ」（澤村 2016a）であり、文化経済学ハンドブック（原題：A Handbook of 

Cultural Economics（Towse 2003））や、アートと文化に関する経済学ハンドブック（原題：

Handbook of the Economics of Art and Culture Volume 1（Ginsburgh and Throsby 2006））

においても扱われているうえ、分野全体を概観する研究蓄積もなされつつある 7)。 

加えて、文化経済学ハンドブックは第 2 版（原題：A Handbook of Cultural Economics, 

Second Edition（Towse 2011））および第 3 版（原題：Handbook of Cultural Economics, 

Third Edition（Towse and Hernández 2020）)が、アートと文化に関する経済学ハンドブッ

クは Volume 2（原題：Handbook of the Economics of Art and Culture Volume 2（Ginsburgh 

and Throsby 2014））がそれぞれ出版されている。 

さらに、2013 年には文化遺産に関する経済学ハンドブック（原題：Handbook on the 

Economics of Cultural Heritage（Rizzo and Mignosa 2013））が出版され、文化遺産に関

する経済学的な研究が新しい学問領域として姿を現わしつつある。 

文化遺産経済学は文化経済学の一分野であり、Journal of Economic Literature では「Z1

その他の分野」に分類されている。1977 年に創刊された Journal of Cultural Economics

で扱われるようになったのが学術雑誌への登場の初期段階で、1978 年に 2 つの論文が掲載

されている(Hale 1978; Peacock 1978)。また、Hale(1978)によって参照されているのが

Gold(1976)である。澤村(2009a)では、このような初期の経緯について詳しく説明している

ほか、アメリカにおける 1970 年代後半の歴史的建造物保存運動の高まりと、その後の都市

経済学分野での実証的研究の蓄積についての指摘がある。また、ユネスコ世界遺産条約が

1972 年に合意されたことからもわかるとおり、1970 年代に建造文化遺産が社会的に意識さ

れるようになったと考えることができる。そのような時代背景が、文化遺産についての経済
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学的な論考の出現を 1970 年代に促したといえるだろう。 

文化遺産経済学は環境経済学との類似性が指摘され、自然遺産に対して用いられてきた

方法論が文化遺産の分析に転用されてきた 8)。ユネスコ世界遺産条約において文化遺産と自

然遺産が並列で扱われていることからもわかるように、両者には類似性があると考えられ

る。その一方で、環境経済学から方法論を転用することに頼りすぎると、文化遺産特有の事

象について研究が進まないという指摘もある（Klamer and Zuidhof 1999）。 

また、経済学とは別の文脈として、そもそも実際に歴史的建造物は数多く存在しており、

何らかの保全措置のためのコスト負担が発生してきていたため、さらなる財政的負担をす

べきかどうかや老朽化した建造物をどう扱うかという問題が発生し、そこから実証的な取

組が進んだ可能性を指摘しておきたい。文化遺産経済学において、圧倒的に実証的研究が先

行し、理論的研究がほとんど見られない理由に、こういった社会的背景が影響したと考えて

よいだろう。 

 

第 7 節 文化遺産の価値を推計する実証的研究 

経済学の発展において理論的研究とともに車の両輪をなすのが実証的研究である。本論

考では文化遺産経済学における理論的研究を中心に取り上げているが、本分野の全体像を

把握するために、実証的研究についても触れておこう。 

文化遺産の価値を推計する実証的研究の蓄積は理論的研究に比べて数が多い（澤村 

2016a）。実証的研究には様々な手法があるが、表明選好法（Stated Preference Method）と

して Contingent Valuation Method（CVM）、Choice Experiment/Choice Modeling（CE/CM）、

顕示選好法（Revealed Preference Method）として Travel Cost Method（TCM）、Hedonic 

Pricing Method、Benefits/Value Transfer、Market Valuation Method として Economic 

Impact Analysis などがある 9)。 

これらのなかでも特に利用されることが多い手法は CVM である。垣内(2011)によれば、

CVM は「アンケートを用いて、さまざまな財やサービスの改善あるいは破壊の状況を回答者

に説明し、これに対して最大支払ってもかまわない金額や、必要な補償額を直接たずねるこ

とで、対象財の価値を評価しようとするもの」である。文化遺産に対しては、アンケートや

インタビューを通じて一人あたりの Willingness to Pay(WTP)を把握し、観光客数や地域人

口などに応じて合算することで観光客や地域住民にとっての便益である Total 

Willingness to Pay(TWTP)を推計する形で用いられることが多い 10)。 

CVM は環境経済学で多く利用されてきた経緯があり、米国商務省国家海洋大気管理局

(NOAA)がノーベル経済学賞を受賞した Arrow と Solow を代表とするパネルを立ち上げ、CVM

の適用可能性について検討した NOAA ガイドライン（Arrow et al. 1993）が出されている。

この NOAA ガイドラインでは、サンプルサイズや調査項目などについて様々な注意点が提示

されており、結論として、CVM は十分な信頼性を提供し得るとされている（栗山・北畠・大

島 2000）。このため、環境経済学においても文化経済学においても、NOAA ガイドラインを
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参照しつつ CVM を価値評価法として用いることが多くなっている。 

本論考第 5 節でも触れたとおり、芸術や文化の価値は専門家によって決められる場合が

多いが、CVM を用いることによって一般の人々からの評価をもとに価値を決定すべきとの指

摘がある（Rushton 2004）。その一方で、アンケートやインタビューにおける質問の順番が

結果に影響すること（Epstein 2003）、個人の意見が全体の推計値に影響を与えること

（Epstein 2003）、温情効果によって大きめの WTP を回答する可能性があること（Arrow et 

al. 1993）、一つの文化遺産への WTP が複数の文化遺産への支払いを求められた際に維持さ

れない可能性があること（Throsby 2001）、個人の WTP から全体の TWTP を推計する場合に

人数で扱うべきか世帯数で扱うべきかが明確でないこと（Delaney and O'Toole 2006）な

ど、CVM については様々な課題が指摘されている。 

CE/CMは CVMと同様にアンケートやインタビューを通じて一人あたりのWTPを把握する手

法で、CVM よりも細かい質問設定をすることで、多様な分析が可能となる。TCM は観光客が

文化遺産への来訪のためにどれ程のコストをかけたかを把握し、そのコストが当該文化遺

産の価値であると考えて推計をおこなう手法である。Hedonic Pricing Method は、市場で

価格がついている文化遺産の分析に適用できる手法で、主に米国の中古住宅に関して、文化

遺産指定が価格に影響しているかどうかについての研究がある。Benefits/Value Transfer

は他の文化遺産において推計された価値を、同様の特徴を持つ文化遺産に対して適用する

手法である。Economic Impact Analysis は、産業連関分析などによって文化遺産そのもの

の価値だけでなく、文化遺産がもたらしている経済波及効果などを推計する手法である。 

これら各手法にも様々な課題が指摘されているが、具体的な数字が得られることのメリ

ットが非常に大きいことと、代替できる強力な手法が他にないことなどから、推計結果を鵜

呑みにせず慎重に扱う必要はあるものの、重要な研究分野となっている。 

以下では、数多く蓄積されている実証的研究のうち TWTP などによって文化遺産の価値を

推計し米国ドル（$）、ユーロ（€）、英国ポンド（£）、日本円など主要通貨を単位に用いて結

果を示しているものを中心に推計結果の概要を紹介していく。 

CVM を用いた研究では、Pagiola(2001)がクロアチア Split の旧市街を$47.4 million（住

民と観光客に対する調査）、Ruijgrok(2006)がオランダ Tiel と Culemborg の住宅街を€231.6 

million（住民に対する調査）、Salazar and Marques(2005)がスペイン Godella Arab Tower

を€395,642～443,089（住民に対する調査）と推計している。 

CE/CM については調査の設計によって細かい部分の価値を問うことが多いが、Tuan and 

Navrud(2007)がベトナム My Son 遺跡について観光客と住民に対して CVM と CE/CM 両方の調

査をおこなって比較し、どちらの手法も同程度の推計結果が得られることを報告している。 

TCM を用いた研究では、Melstrom(2014)および Melstrom(2015)が米国における Stones 

River、Monocacy、Fort Donelson、Cowpen という 4 ヶ所の各 Battlefield の利用価値をそ

れぞれ年間$8.3 million、$0.4 million、$2.8 million、$2.7 million と、Tourkolias et 

al.(2015)がギリシア Poseidon Temple in Sounio の利用価値を年間€17.8～55.7 million
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と推計している。 

Hedonic Pricing Method を用いた研究では、唯一無二の文化遺産を扱うことが難しく、

同様の建造物がたくさんあってデータが揃いやすい米国などの歴史的な住宅を扱ったもの

が多いうえ、文化遺産指定によって価値が上昇するかどうかに焦点があたっている(Lazrak 

et al. 2009)。Noonan(2007)は米国 Chicago の住宅価格が文化遺産指定により 3～11%上昇

するだけでなく近隣の住宅価格も上昇することを指摘しており、Narwold et al.(2008)は

米国 San Diego の住宅価格が文化遺産指定により 16%上昇するとの結果を示している。 

Benefits/Value Transfer については Riganti and Nijkamp(2005)が環境経済学などの成

果を紹介しつつ文化遺産への適用可能性を探る一方で、Pearce et al.(2002)および Tuan 

et al.(2009)が WTP に影響する要因に関する知見不足やデータ欠如のため文化遺産の価値

計測に用いることが容易でないと指摘しているが、Provins et al.(2008)は英国ウェール

ズ地方 Denbigh の教会の便益について£0.4～1 million、Ulibarri and Ulibarri(2010)は

米国ニューメキシコ州 Petroglyph National Monument の 1 年あたりの便益について$16.3

～19.5 million という結果を得ることに成功している。 

また、Dans and Gonzalez(2018)はスペイン Altamira について Economic Impact Analysis

によって経済波及効果を算出しており、年間€116.8 million という結果を得ている。 

これらの研究成果に関するサーベイとしては Noonan(2002)、Noonan(2003)、Provins et 

al.(2008)、Lazrak et al.(2009)、Iorgulescu et al.(2011)、Noonan(2013)、Wright and 

Eppink(2016)もご参照いただきたい。 

日本における CVM を用いた研究では、村中(2002)が高知県梼原町の棚田が持つ景観形成

機能を 5 年間で約 2800～4800 万円（梼原町民に対する調査）、大槻ほか(2007)が京都市の

町家を年間 200～1800 億円（観光客に対する調査）、谷・伊藤(2011)が奈良市奈良町地域の

町家を年間 1102 万円（町家での生活者に対する調査）、村中・中谷(2009)が京都市の歴史的

景観を 10 年間で 1216.3 億円（京都市民に対する調査）、山口(2012)が秋田県鹿角市関善賑

わい屋敷を 1.25 億円（鹿角市民に対する調査）と推計している。また、小川・谷本(2019)

による石川県金沢市の観光地を対象とした研究では 10 年間で、兼六園が 12.27～14.45 億

円、金沢城公園が 10.43～15.46 億円、ひがし茶屋街が 7.31～10.67 億円（石川県民に対す

る調査）などとされている。さらに、垣内恵美子らによる一連の研究では富山県五箇山合掌

造り集落が TWTP に関する全国調査により約 1290.5 億円、観光客調査により年間 10 億円以

上（垣内・吉田 2002; 垣内・西村 2004; 垣内 2005; 垣内 2011）、広島県宮島への訪問者

の TWTP が約 480 億円、全国の納税者数で推計すると約 8000 億円（児玉ほか 2007; 垣内 

2011）、岐阜県高山市が全国を対象とした調査で TWTP が 698.12 億円、観光客を対象とした

調査で 318.12 億円（岩本・垣内・氏家 2006; 垣内 2011）と推計されている。 

TCM を用いた研究では、上述の垣内恵美子らによる広島県宮島に関する研究で年間約 1250

億円という推計がある（児玉ほか 2007; 垣内 2011）。また、小川圭一らによる京都市につ

いての一連の研究（小川ほか 2009; 小川・漆谷・安 2015; 小川・幸野・安 2017; 小川 
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2019）によってそれぞれ年間で清水寺が 548.7 億円、金閣寺が 313.4 億円、二条城が 249.4

億円、南禅寺が 211.0 億円、八坂神社が 197.3 億円という結果が示されている。青山・松

中・鈴木(2000)は京都市全体について CVM と TCM を組み合わせるユニークな方法で推計を

おこなっており総価値が年間 5630 億円という結果を得ている。 

Hedonic Pricing Method を用いた宮脇・梶原(2007)では、岡山県倉敷市と山口県萩市に

おいて重要伝統的建造物群保存地区において地価が有意にプラスとなること、石川県金沢

市において重要伝統的建造物群保存地区の近くで高度規制がある地区において、地価が有

意にプラスとなることが示されている。 

産業連関分析を用いた経済波及効果の推計については澤村明による一連の研究があり、

佐賀県吉野ヶ里遺跡が年間 48.8 億円（澤村 2000; 澤村 2002; 澤村 2008; 澤村 2010a）

11)、新潟県村上市の町屋を利用したイベントについて新潟県内での直接支出が年間 5.71 億

円、経済波及効果が年間 2.11 億円とされている（澤村 2003; 澤村 2009b; 澤村 2010a; 澤

村 2010b）。青森県三内丸山遺跡については様々な推計結果が示されているが、遺跡観光を

主目的とした来訪者の支出は年間 28.60 億円、その波及効果は年間 17.40 億円とされてい

る（澤村 2002; 澤村 2006; 澤村 2010a）。垣内恵美子らによる一連の研究では広島県宮島

について観光消費額が年間約 400 億円、生産誘発額が年間約 600 億円(氏家・垣内・奥山 

2006; 垣内 2011)、岐阜県高山市について観光消費額が年間 500 億円以上、生産誘発額が

年間約 720 億円(垣内・奥山 2009; 垣内 2011)、滋賀県長浜市黒壁スクエアについて観光

消費額が年間 15.12 億円、経済波及効果が年間 23.13 億円(垣内・林 2005)と推計されてい

る。 

このほか、澤村(2016b)では、ユネスコ世界遺産への登録が観光客数増加につながってい

るかどうかを日本国内の 10 ヶ所について検討しており、有意に観光客数が増加していると

いえるのは白神山地と日光の 2 ヶ所のみであり、10 年以上が経過すると、長期的な観光客

数の傾向に戻っていることを指摘している。 

以上に示したとおり、文化遺産の価値を推計するという方向性での研究蓄積は増えてき

ているものの、それぞれの研究でおこなわれているアンケートやインタビューの質問内容

や、調査方法、調査対象、データの収集方法などが違うだけでなく、得られた結果から推計

をおこなう際の手法も様々であり、推計された結果をそのまま比較することは難しい。また、

推計された結果が利用価値のみを表しているのか、非利用価値や文化的価値をどの程度含

んでいるのかは曖昧である。 

今後の研究の方向性として、「新たに別の文化遺産の価値を推計するよりも、推計された

価値を、価値や手法の観点から明確に理論的に文化的な財と結び付ける取組が必要である」

ことが Noonan and Rizzo(2017)によって指摘されており、そのためにも理論的研究の蓄積

が重要といえる。 

 

第 8 節 文化遺産政策 
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建造文化遺産は世界各地に存在するが、各国政府や国際社会の支援を受けて保全されて

いるケースが非常に多い。ユネスコ世界遺産条約が成立するきっかけとなったともいわれ

るエジプトのアブ・シンベル神殿移設プロジェクトは、まさに国際社会の支援があって実現

した（Bouchenaki 2000; Frey and Steiner 2013）。保全に多額のコストを要する建造物は

Galbraith の指摘にもあるように、短期的な市場の機能に任せると破壊されてしまう可能性

が高い（Galbraith 1980）。したがって、建造文化遺産保全において公的な財政支援や規制

などは決定的に重要であり、文化遺産経済学においても主要な論点であるため、既存研究に

おける議論を整理してみよう。 

文化遺産は公共財・クラブ財・メリット財としての性質を持つため市場の失敗や外部性が

発生しやすく、市場に任せると十分な保全がおこなわれないことが多くあるため、政府の介

入によって保全されることが多い 12)。介入の方法として、政府による直接的な保有、所有

者への補助金や税の優遇、所有者への保全義務付けなどハードな規制、該当した建造物をリ

ストアップして所有者や地域へのインセンティブを与えるといったソフトな規制、情報提

供などがある 13)。 

政府による介入は非効率でコストがかかりレントシーキングなどの問題もあるため、経

済学者には嫌われる(Throsby 1997; Rizzo and Throsby 2006)。しかし現実問題として、文

化遺産は放置すると破壊されてしまうため、政府による介入が必要となっている（Klamer 

and Zuidhof 1999）。特にハードな規制は確実にかつスピーディに効果が見込めるうえ、短

期的なコストが安く済むため用いられることが多い（Throsby 1997）。 

文化遺産の指定をおこなう場合、専門家が決定する仕組みが多いが、客観的に判断するた

めの指標やデータがなく恣意的なプロセスであり、中立とは限らない（Peacock 1995; Rizzo 

and Throsby 2006; Benhamou 2013; Rizzo 2020）。 

文化遺産は時代とともに増えていき、公的支援で保全すると財政負担が無限に増えてい

くため、観光客誘致など何らかの利活用によってコスト負担を抑えつつ、保全のための財源

を確保する戦略が重要になってきている（Benhamou 1996)。文化遺産観光は文化経済学とも

関連の深い分野であり、Journal of Heritage Tourism が 2006 年に創刊されるなど、近年

注目を集めている。しかし、経済学的な分析は非常に少なく（Timothy and Boyd 2006）、な

かでも理論的研究は欠落している（Madden and Shipley 2012）。近年は実証的研究が蓄積さ

れ始めているが、建造文化遺産は観光による経済効果が大きい一方で利活用による劣化や

価値減少があるため、価値変化と観光の関係を理論的に研究することが今後の課題といえ

る。また、利活用のためには防災機能強化や快適性獲得など現代的な要請に合った修理が必

要であり、そのような介入による何らかの価値減少は避けられない（Stubbs 2013; 光井 

2021）。どの程度の介入を許容するかはケース・バイ・ケースであり、建造物の種類によっ

ても、国や地域によっても違いが大きい（Peacock and Rizzo 2008）。 

文化遺産をどのように扱ってきたかという歴史的経緯や現在の制度は国や地域によって

大きく異なるため、文化遺産政策を議論するためにはそれぞれの状況を見ていく必要があ
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る。米国については Baer(1995)、Danner(1997)、Listokin(1997)、Listokin et al.(1998)、

Ford(2006)など多くの蓄積があり、また、矢作(1989)も米国における保全運動の経緯と制度

について詳説している。欧州については Klamer et al.(2013)が EU 加盟国を中心に文化遺

産制度について国ごとに整理しており、豪州は Freestone(1993)が歴史的経緯や制度につい

てわかりやすく解説している。Carnegie and Wolnizer(1995)は米英加欧豪などの会計上の

扱いについて比較研究をおこなっている。 

日本においては、文化財保護法を中心とした政策的アプローチを通じて、建造文化遺産保

全がおこなわれてきた。建造文化遺産は、文化財保護法の規程のもとで有形文化財、民俗文

化財、記念物、文化的景観、伝統的建造物群などに分類され、それぞれ指定や登録などの手

続きを経て私権の制限や予算措置を受け保全されてきている。日本の制度やその歴史的経

緯と経済学的な分析を結び付けて議論している研究としては Kurabayashi(1997), 垣内

(2005)、垣内(2011)が挙げられる。 

Kurabayashi(1997)は動産の文化遺産を含めた日本の保全行政について、文化庁の組織構

成や予算、地方自治体の取組にいたるまでを概観し、文化財保護法制定の経緯や法制度の課

題を検討している。また、持続可能性の概念導入が重要であり、そのためにも文化遺産の価

値を把握することが必要だが、経済的価値だけでなく、社会的価値や文化的価値を含めるこ

とに困難が伴っており、コストデータなどを用いて間接的な非市場分析を進めていくこと

の重要性を指摘している。 

垣内(2005)は、文化や文化政策の定義から日本の制度を説き起こし、日本の文化政策全体

を詳説したうえで、文化的景観の価値評価のための手法を検討し、実際に富山県五箇山の合

掌造り集落の価値評価をおこなっている。 

垣内(2011)では、文化財保護法、景観法、歴史まちづくり法 14)、観光立国推進基本法など

の法制度を詳述し、価値評価の手法を検討したうえで、富山県五箇山、広島県宮島、岐阜県

高山市、滋賀県長浜市の各事例について実証的な分析をおこなっている。 

このほか、日本における歴史的建造物の価値評価の変遷や、それに応じた保全政策の歴史

的経緯については光井(2021)が詳しい。 

また、文化庁のウェブサイト 15)において、現在の文化財保護法や関連施策を確認するこ

とができる。 

 

第 9 節 民間セクターの役割と文化遺産マネジメント 

文化遺産は政府が保有するほか、市民や企業、NPO などの民間セクターが所有する形態も

ある。財政的な手当ては政府がおこなう場合が多いが、寄付などにより民間セクターが担う

こともある。また、ボランティアの存在が重要な役割を果たしている文化遺産も多い

（Castañer 2013; Seaman 2013; Ateca-Amestoy and Gorostiaga 2022）。政府の失敗を指

摘する論考もあり（Benhamou 2020; Rizzo 2020）、私的所有や寄付・ボランティアなど民間

セクターの役割も重要な議論となっている（Peacock 1978; Klamer and Throsby 2000）。 
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民間セクターが文化遺産を所有する理由としては、精神的な満足があること、投資対象と

して魅力的であること、地位財であることなどが挙げられる（Peacock 1995; Ateca-Amestoy 

and Gorostiaga 2022）。文化遺産保全のためのコスト負担が増えるなか、民間セクターの役

割が次第に大きくなっているが、個人や民間セクターより政府の方が安定して次世代に残

せることから、引き続き政府の果たす役割は大きい（Peacock 1995; Seaman 2013）。 

文化遺産管理者がおこなうマネジメントについても研究の一分野となっており、経済学

というよりは経営学的な分析といえる。Rypkema(2014)は文化遺産管理者やコミュニティの

リーダー向けに作られた行動指針集のようなものである。McLoughlin et al.(2007)では、

文化遺産管理者のためのフレームワーク思考法が提示されている。文化遺産管理者のパフ

ォーマンス評価については博物館や美術館の分析がほとんどで、それ以外はほぼない

（Fernández-Blanco et al. 2013）ため、建造文化遺産管理者のパフォーマンス評価につい

ての研究は今後の課題である。 

建造文化遺産の価値を長期的に維持向上していくためには周囲の建造物との関係に注意

を払う必要がある。たとえば歴史的な街並みのすぐ隣に高層ビルが建てられた場合、風景が

一変し、結果的に建造文化遺産の価値が損なわれてしまう。このような事態を避けるため、

建造物本体だけでなく周囲を含めた Heritage Impact Assessment(HIA)がマネジメントの

観点から重要になっている。Ashrafi et al.(2021)では、イラン・イスファハンの世界遺産

地区に隣接して建設された高層ビルの取り壊し事例が紹介されており、独・ケルンや墺・ウ

ィーンにおける事例と比較しつつ、HIA を早期に文化遺産マネジメントに組み込むべきと指

摘している。このように、文化遺産政策やマネジメントについては実例がたくさん積み上が

っているため、ケーススタディーも重要な分野となっている。 

 

第 10 節 文化遺産の価値に関する理論的研究 

文化遺産の価値に関する研究は、文化経済学において文化や文化的財の価値を議論する

なかで扱われてきた経緯がある。池上惇によれば、文化的財の価値の検討は Adam Smith に

始まり、「模倣が難しいほど、価値が上がる」（池上 2001）とされた。その後、この議論は

経済学の主流とはならなかったものの、Ruskin による固有価値論や Morris による装飾芸術

論によって引き継がれ、日本を含む各国の社会活動にも大きな影響を与えてきた。20 世紀

後半には Peacock や Baumol による実演芸術の分析が現われ、文化や文化的財の価値は、現

在でも盛んに議論がおこなわれている分野である（池上 1991; 池上 1993; 池上 1998; 池

上 2001; 金武・阪本 2005; 阪本 2016; 池上 2017）。 

文化遺産経済学において、文化的財のなかでも特に文化遺産を取り上げて価値分類の考

察をおこなった研究として Nijkamp(1991)、Peacock(1995)、Frey(1997a)、Throsby(1997)、

Klamer and Throsby(2000)、Throsby(2001)、Navrud and Ready(2002)、Throsby(2003)、

Mason(2006)、Rizzo and Throsby(2006)、Kurowski et al.(2007)、Mason(2008)、Bowitz 

and Ibenholt(2009)、垣内(2011)、Benhamou(2013)、Throsby(2013)が、また環境経済学に
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おける価値分類を文化経済学に適用する研究として Pagiola(1996)、Serageldin(1999)が挙

げられる。 

その内容はまず、文化遺産の価値を大きく経済的価値と文化的価値とに二分し、さらに、

経済的価値を利用価値と非利用価値とに分類する。利用価値には建造物への入場料による

収入など市場で数字が計測できる直接的利用価値と、美しい建造物を眺めながら食事を楽

しむなど数字で表すのが難しい間接的利用価値があり、非利用価値は、存在価値、オプショ

ン価値、遺贈価値といった建造物の利用によらない経済的価値をさす。一方、文化的価値に

は、美学的価値、精神的価値、社会的価値、歴史的価値、象徴的価値、本物の価値、土地に

根付いた価値がある（Throsby 2013）。経済的価値と文化的価値はゼロサムではなく、お互

いに影響を与え合いながら変動する（Throsby 2003; Mason 2008; Klamer 2013）。 

Fredheim and Khalaf(2016)は、既存研究のサーベイをおこないつつ文化遺産の価値類型

化を試みているが、この分野の研究がまだ不足していることを指摘している。これらの価値

群は、それぞれ重なり合う領域があり、きれいには切り分けられず混然一体とした性質を持

つことから、十分に議論が整理されているとはいえない（Mason 2008）。特に、文化的価値

については、そもそも統一された計量単位で計測することができていないなかで、その性質

を論ずることの難しさがある（Klamer and Throsby 2000; Ashworth 2002; Mason 2008; 

Throsby 2010; Klamer 2013; Throsby 2016; Noonan and Rizzo 2017; Rizzo 2020）。 

文化的価値については経済学以外の枠組みにおいても議論されている。2012 年から 2016

年にかけて英国の芸術・人文学研究会議が「文化的価値プロジェクト」を実施して、文化的

価値について幅広い分野からの分析をおこなっており、その成果報告書では、文化遺産につ

いても「その真の価値を抽出することは容易でない」と指摘している（Crossick and 

Kaszynska 2016）。 

また、2017 年 2 月に米国の The Getty Conservation Institute で開催されたシンポジウ

ムの結果を取りまとめた Avrami et al.(2019a)では、文化遺産の価値に関する研究につい

ての近年の動向を幅広く扱っている。その内容は文化遺産そのものが有している価値と、文

化遺産が社会に対して与えている価値を分けて捉えており、後者を社会的価値と名付け、経

済的価値を社会的価値の一部に位置付けている。Throsby(2019)は、社会的価値を説明する

方法として、文化資本 16)と文化的価値という枠組みを活用できると主張している。Avrami 

et al.(2019b)は、「価値に基づいた文化遺産マネジメントは未だに不調和な適用がなされ

ており、そのプロセスや成果は多くの分野において十分に研究されていない」と指摘してお

り、文化遺産の価値と文化遺産マネジメントを結び付ける研究が十分に蓄積されていない

ことがわかる。 

文化資本の蓄積により文化的価値と経済的価値が生み出されるが、適切なメンテナンス

投資を怠ると文化資本が減耗し、その結果として文化的価値も経済的価値も減少してしま

う（Throsby 1999; Throsby 2005; Rizzo and Throsby 2006; Throsby 2020）。 

その一方、文化遺産の価値は、適切なメンテナンス投資をおこなえば時間の経過とともに
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蓄積し、上昇していく（Gold 1976; Klamer and Throsby 2000; Mason 2006; 垣内 2011）

という性質があり、近視眼的な取組のなかでは価値が認識されにくい（Rypkema 1994; Frey 

1997b; Klamer 2013）。 

また、価値が認識されるために長い時間がかかることがあり、その土地の人々からは見向

きもされなかったものが外部者の目によって価値を見出されることもあるため（Klamer 

1997; Klamer 2013）、世代をまたぐほどの長期間にわたって、価値がないか、あるいは非常

に価値が低いものとみなされる場合もある。同様の建造物がたくさんあるうちは価値が低

いとみなされ、逆に、破壊されて数が少なくなると、保全が重要だと考えられるようになる

（Gold 1976; 光井 2021）。 

さらに、文化遺産は経験財としての性質を持ち、経験値を上げてゆかないとその価値に気

づくことができないため、教育などによって価値を認識できる状況を作っていく必要があ

る（Ateca-Amestoy 2013; Benhamou 2013; Castañer 2013）。文化遺産への関心の高低が文

化遺産の価値に影響する（Greffe 2004）ため、一度、社会的に価値が認識されると高い経

済効果が認められ、その後に保全措置が取られることも多いが、逆に経済的価値があること

で文化的価値が見出されることもある（Nasser 2003; Rizzo and Throsby 2006; Klamer 

2013; Arkaraprasertkul 2019）。 

 

第 11 節 文化遺産の価値とコストの構造に関する研究 

文化遺産のコストについては、支出金額が具体的に把握しやすいうえ、短期的に見れば負

担が重いため建造物の維持が難しくなって破壊されてしまう場合が多い（Peacock 1978; 

Frey 1997a; Klamer and Zuidhof 1999; Klamer and Throsby 2000; Graham 2002; Mourato 

et al. 2004; Rizzo and Throsby 2006; Shipley et al. 2006; Dutta et al. 2007; Klamer 

2013; Benhamou 2020）。 

文化遺産のコストを推計している実証的研究としては、仏国エッフェル塔が$862.4 

million および米国における自由の女神像が$550.7 million（Roddewig 2020a; Roddewig 

2020b）、クロアチア Split の旧市街が$12.1 million（Pagiola 2001）、英国 Denbigh の教会

が£9 million（Province et al. 2008）、ベトナム My Son 遺跡が$12.89 million（Tuan and 

Navrud 2008）、米国 Petroglyph National Monument が$8.5 million（Ulibarri and Ulibarri 

2010）という推計がある。 

文化遺産の価値とコストに関する理論的な論考としては、公的介入の是非を論じた

Gold(1976)、Hale(1978)、Throsby(1997)、屈折した需要曲線を扱った Mossetto(1992)、保

全措置の違いによる影響を考察した Mossetto(1994)、文化遺産の最適な利活用について分

析した Koboldt(1997)、体験の共有による二重公共財概念を導入した Sable and 

Kling(2001)、Discounted Cash Flow 法を用いた Rizzo and Throsby(2006)、Peacock and 

Rizzo(2008)、Province et al.(2008)が挙げられる。 

以上を踏まえると、文化遺産の価値と文化資本については図のように示すことができる。 
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図 文化遺産の価値と文化資本の関係 
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すべての価値を視野に入れつつ、対応していかなければならない。しかし、具体的な数字で

把握することが難しい価値を毀損しないようなメンテナンス投資とは、そもそもどのよう

なもので、どれほどの金額になるのかが不明であり、この点が文化遺産保全の取組を困難な

ものにしている。 

メンテナンス投資が過少であれば文化資本が減耗し、結果として文化的価値や経済的価

値が目減りしてしまう。しかしながら、メンテナンス投資に伴うコストは現役世代が負担し

なければならず、それによって生じる便益を将来世代が享受するという構造は、本論考第 5

節において検討したとおり、文化遺産の破壊につながりかねないため、ここに政策的な介入

をおこなう根拠を見出すことができる。 

このほか、将来世代が享受できる可能性がある「潜在的な文化的価値」や「潜在的な経済

的価値」は、現在価値として把握する際に何らかの形で割り引く必要があるが、適用できる

割引率が不明であり、長い年月を経た際の価値を過小または過大に評価している可能性が

ある（Throsby 2001）。 

一般的に経済学的な分析では、費用対効果の高い政策から優先的に実施されるはずであ

り、便益や価値は逓減し、コストは逓増するため、限界便益・限界価値と限界コストが均衡

する点で投資が決まることになる。しかし、文化遺産に関しては便益・価値やコストの構造

が不明であり、こういった面を説明する理論もまったく存在しないため、実施されているメ

ンテナンス投資が適正な内容や水準であるのかがわからなくなってしまう。結果として、本

論考第 5 節でも触れたとおり、文化遺産の需要や供給に関する構造を検討することが困難

となり、経済学的分析を難しくしている。 

文化遺産経済学において、特に理論的研究の数が少ないことを本論考では指摘してきて

いるが、これまで紹介してきたように、建造文化遺産の価値やコストを市場メカニズムなど

既存の理論的枠組みで検討した研究は驚くほど少ない。経済学の初歩的な教科書で紹介さ

れるような理論的枠組みを用いた検討も十分におこなわれていないのが現状であり、今後、

建造文化遺産保全を進めるにあたっての大きな課題となっている。もちろんそれは、先述の

とおりの難しさがあるためではあるが、この分野に取り組む研究者が今後増えることと、基

礎的な研究の蓄積を期待したい。 

 

第 12 節 建造文化遺産と文化資本に関する理論的研究の経緯 

文化遺産の価値と文化資本の関係やその性質については、既に本論考第 10 節と第 11 節

で触れたが、文化資本に関する理論的研究の経緯についても確認しておこう。 

経済学における文化資本概念の導入は、Throsby の提起に始まり（Throsby 1999）、その

後も Throsby 自身の手で理論の拡張がおこなわれている（Klamer and Throsby 2000; 

Throsby 2001; Throsby 2005; Rizzo and Throsby 2006; Throsby 2010; Throsby 2020）。 

もともと社会学では Bourdieu(1986)によって導入された文化資本の概念が広く使われて

いるが、これは人の能力にかかわる内容であり、経済学では人的資本にあたるという議論を
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紹介しつつ、Throsby は「資産において具現化した文化的価値のストック」を文化資本とし

て定義した（Throsby 1999; Throsby 2020）。とりわけ、建造文化遺産は文化資本が具現化

したものと捉えられているため、文化資本の議論が深まり、その性質が明らかにされれば建

造文化遺産についての経済学的研究も進むことになる。 

これら議論の経緯については Dalziel et al.(2009)が詳しく解説しており、

Shockley(2004)、Revelli(2013)、Snowball(2020)では、文化資本の性質に関しての基礎的

な検討をおこなっている。また、文化資本を数理的に扱う挑戦がなされつつあり、

Ulibarri(2000)、Pethig and Cheng(2002)、Cheng(2006)、Wang(2007)では外部性の存在に

よって文化資本の蓄積が過少になる可能性が指摘されている。 

しかし、文化資本は持続可能性や多様性など自然資本と類似した性質があるという指摘

がある（Throsby 2001; Throsby 2005; Rizzo and Throsby 2006; Throsby 2020）にもか

かわらず、その内容を深める理論的研究は存在しないなど、文化資本概念を発展させる取組

は十分とはいえず、文化遺産の価値や経済学的性質を議論することと並行して、この分野に

おいても研究の蓄積が望まれる。 

 

第 13 節 日本における文化遺産経済学の研究動向 

日本における文化遺産経済学の研究は、本論考第 7 節でも触れたように主に実証分野に

おいて蓄積されている。また、文化遺産経済学全体を概観する取組として、垣内(2005)、澤

村(2009a)、澤村(2010a)、垣内(2011)、澤村(2016a)がある。 

澤村(2009a)、澤村(2010a)、澤村(2016a)の指摘によれば日本における理論的研究は皆無

に等しいが唯一、理論分野に近接したものとして公共政策分野の金武(2005)が紹介されて

いる。 

垣内(2005)、垣内(2011)は本論考第 8 節でも紹介したとおり、主に実証的分析を深めてい

る研究であるが、日本の文化財制度や文化遺産の経済学的性質に関する議論をわかりやす

く解説しており、理論的研究の参考にもなる。 

日本において建造文化遺産研究を長らく担ってきたのは建築学・都市工学の専門家や文

化財修理の技術者であり、経済学からの理論的アプローチはこれまでのところ非常に少な

い状況にとどまっているといえる。 

 

第 14 節 おわりに 

ここまで、建造文化遺産に関する理論的研究を中心に、文化遺産経済学の現状と課題をみ

てきた。経済学的な分析と文化遺産の性質との相性の悪さが文化遺産経済学の進展を阻ん

できていることに加え、文化遺産保全にかかる大きなコストの妥当性を検証するために実

証的研究が先行してきたことなどから、理論的研究の蓄積は非常に少ない状況である。

Galbraith も、市場の短期的調整機能や経済学的な考え方が文化遺産保全による社会経済

的・芸術的・教育的利益に対しマイナスに働くことを指摘しつつ、保全事業に従事する人々
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に向けて、経済的利益をはるかに超える文化・教育・美の価値が存在する事実に疑いを持つ

ことのないよう、激励の言葉を残している（Galbraith 1980）が、残念ながら、この問題を

解決する理論的研究はおこなわなかったようである。 

グローバル化に伴う世界的な観光ブームや地域おこしに建造文化遺産が活用されてきた

ことから、文化遺産経済学がもっと注目を浴びてきても良かったのではないかとも思われ

るが、「文化遺産の専門家は経済学と距離を取ってきたし、経済学者にとって文化遺産は主

要な関心事項ではなかった」（Mason 2008）。このことが文化遺産経済学を未成熟なものにし

ている大きな要因だろう。政府の財政制約が年々厳しくなり、政策の優先順位付けにおいて

経済学が利用されることが多くなっている今日、必要な財源の多くを公的支援に頼ってい

る文化遺産保全分野においても経済学の影響から逃れることが次第に難しくなってきてい

る。そのようななか、今後は、文化遺産の専門家も腹を据えて経済学と向き合っていく必要

があるし、経済学者も文化遺産を重要な研究対象としていくことが求められている。 

分野が未成熟であるということは、そこに開拓の余地が大いにあるということでもある。

文化遺産の分析に適した新しい理論や方法論が開発されれば、既存の経済学の枠組みでは

分析が難しかった分野に新しい地平が開かれるかもしれない。本論考によって、文化遺産経

済学の可能性に多くの経済学者が気づいて目を向け、本分野の研究の発展につながれば幸

いである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脚注 

1) チェコ・オロモウツの聖三位一体柱（Holy Trinity Column in Olomouc）は、ユネスコ

世界遺産に登録されており、オーストリア・ウィーンのペスト終息記念碑（Die Wiener 

Pestsäule）も、ユネスコ世界遺産に登録されているウィーン旧市街にあるグラーベン通

りに建てられている。どちらもヨーロッパにおけるペスト終息についての記念碑である。
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戦勝記念碑や慰霊碑、戦争被害を伝える文化遺産は世界に多くあるが、同じくユネスコ世

界遺産に登録されている広島の原爆ドームもその一つといえる。 

2) Cultural Heritage の訳語として、文化遺産のほかに文化財という言葉がある。文化遺

産と文化財の違いについては澤村(2016a)に説明があるが、本論考では文化遺産であって

も文化財であっても内容に本質的な違いがあるとはいえない。しかしながら、ユネスコ世

界遺産条約締結の際に日本政府が Cultural Heritage を文化遺産と訳していること、

Heritage に対する訳としては遺産の方が財よりも妥当であると考えられることから、本

論考では文化遺産と表記する。 

3) 文化遺産のコストについては Peacock(1978)、Frey(1997a)、Klamer and Zuidhof(1999)、

Klamer and Throsby(2000) 、 Graham(2002) 、 Mourato et al.(2004) 、 Rizzo and 

Throsby(2006) 、 Shipley et al.(2006) 、 Dutta et al.(2007) 、 Klamer(2013) 、

Benhamou(2020)に指摘があり、また、本論考第 11 節でも取り上げている。 

4) ユネスコ世界遺産については「登録」ではなく、「リストへの掲載」という表現の方がよ

り正確であるが、日本では慣用的に「登録」が用いられており、その方が理解しやすいこ

とから、本論考では「登録」という表現を採用した。 

5) ユネスコ世界遺産条約第一条の日本語訳は、以下のとおりである。 

第一条 この条約の適用上、「文化遺産」とは、次のものをいう。 

記念工作物 建築物、記念的意義を有する彫刻及び絵画、考古学的な性質の物件及び構造

物、金石文、洞穴住居並びにこれらの物件の組合せであって、歴史上、芸術上又は学術

上顕著な普遍的価値を有するもの 

建造物群 独立し又は連続した建造物の群であって、その建築様式、均質性又は景観内の

位置のために、歴史上、美術上又は学術上顕著な普遍的価値を有するもの 

遺跡 人工の所産（自然と結合したものを含む。）及び考古学的遺跡を含む区域であって、

歴史上、芸術上、民族学上又は人類学上顕著な普遍的価値を有するもの 

（外務省ウェブサイト、https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-H4-

0241.pdf）（2024 年 3 月 18 日閲覧） 

6) ユネスコ世界遺産条約のオペレーショナルガイドラインは、ユネスコのウェブサイト

（https://whc.unesco.org/en/guidelines/）（2024年 3月 18日閲覧）に掲載されている。 

7) 文化遺産経済学全体の状況を概観した先行研究としては Hutter and Rizzo(1997)、

Peacock(1998)、Mason(1999)、Avrami et al.(2000)、Throsby(2001)、de la Torre(2002)、

Mason(2005)、Davis et al.(2009)、Throsby(2010)、Rypkema et al.(2011)が挙げられ

る。 

8) 文化遺産経済学と環境経済学の類似性については Pagiola(1996)、Serageldin(1999)、

Klamer and Throsby(2000)、Bennett(2001)、Navrud and Ready(2002)、Riganti and 

Nijkamp(2005)、Kurowski et al.(2007)、Mason(2008)、Iorgulescu et al.(2011)、

Snowball (2013)、Benhamou(2020)において指摘がある。 
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9) 文化遺産経済学における実証的研究の各手法に関しては Pagiola(1996)、Frey(1997a)、 

Klamer and Zuidhof(1999)、Serageldin(1999)、栗山・北畠・大島(2000)、Bennett(2001)、

Mourato and Mazzanti (2002)、Navrud and Ready(2002)、Pearce et al.(2002)、Riganti 

and Nijkamp(2005)、垣内(2005)、垣内(2011)、Snowball(2013)をご参照いただきたい。

なお、Hedonic Pricing Method が分析内容によっては Market Valuation Method に分類

されるべき場合もあり得るなど、分類については唯一絶対のものではないが、本論考では

Snowball(2013)に従った。 

10) Willingness to Accept(WTA)を用いる方法もあるが、WTP よりも WTA の方が大きな推計

値となることが多く、保守的な推計とするために WTP を用いることが多い。この論点につ

いては、Arrow et al.(1993)、栗山・北畠・大島(2000)、Epstein(2003)、垣内(2005)に

詳しい説明がある。 

11) 吉野ヶ里遺跡における経済波及効果については、澤村明による一連の研究があるが、年

間 48.8 億円という数字に関しては澤村(2002)において記述があるものの、澤村(2000)、

澤村(2008)、澤村(2010a)では触れられていない。 

12) 文化遺産の公共財的性質、市場の失敗、外部性の存在などを論じている既存研究として

は Gold(1976)、Peacock(1978)、Peacock(1995)、Throsby(1997)、Klamer and Zuidhof(1999)、

Klamer and Throsby(2000)、Ashworth(2002)、Mazzanti(2002)、Navrud and Ready(2002)、

Riganti and Nijkamp(2004)、Riganti and Nijkamp(2005)、垣内(2005)、Mason(2008)、

Báez and Herrero(2012)、Ateca-Amestoy(2013)、Benhamou(2013)、Klamer(2013)、

Noonan(2013)、Snowball(2013)、Benhamou(2020)、Rizzo(2020)が挙げられる。 

13) 政府による介入方法については Hutter(1997)、Schuster et al.(1997)、Throsby(1997)、

Rizzo and Throsby(2006)、Benhamou(2013)、Throsby(2013)、Benhamou(2020)、Rizzo(2020)

をご参照いただきたい。 

14) 歴史まちづくり法の正式名称は「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法

律」である。 

15) 文化庁ウェブサイトは、https://www.bunka.go.jp/（2024 年 3 月 18 日閲覧）をご確

認いただきたい。 

16) 建造文化遺産と文化資本に関する理論的研究の経緯については本論考第 12 節において

取り上げている。 
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